
は じ め に

本稿では，大阪府議会・大阪市議会（大阪市会）における「大阪維新の

会」（略称：維新）の議会運営について叙述と分析を行う。後に大阪維新

の会の初代代表となる橋下徹は，２００８年１月の大阪府知事選挙で，自民党

大阪府連と公明党大阪府本部の推薦を受けて当選した。その後，２００９年以

降自民党会派を離脱した府議会議員や他党会派所属議員も巻き込み，２０１０

年４月には「大阪維新の会」会派を立ち上げた。そして，２０１１年４月の統

一地方選挙において「大阪維新の会」候補を多数当選させ，大阪府議会に

おいて過半数の議席を占めさせるに至った。また，同年１１月の大阪市長選

に合わせて知事を辞し，自らは同市長選に立候補するとともに，盟友の府

議松井一郎を知事選に立候補させ，大阪府知事・大阪市長の双方を維新勢

力で占めることに成功した。もっとも，大阪市会� では維新勢力は２０１１年

の改選後も半数の議席に満たず，また大阪府議会でも２０１３年末に維新が議
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「大阪維新の会」と議会運営

―分割政府比較の観点から―

辻　　　　　　　　　陽

� 一部の市議会においては，みずからを「市議会」ではなく「市会」と呼ぶこ

とがある。大阪市についても，「大阪市会」と名乗っているため，ここでは「市

会」の名称に統一する。横浜「市会」のホームページによれば，横浜・名古屋・

京都・大阪・神戸の五大市が，１９４７年の地方自治法制定後も，１８８９年の市の誕

生以降使ってきた「市会」の名称を用い続けているとのことである（http://www. 

city.yokohama.lg.jp/shikai/shikumi/qa.html）。



会過半数を割り込むことによって，両議会において「分割政府」状態，つ

まり首長を支持する政党・会派が議会過半数を占めない状態が現れること

となった�。本稿では，２０１５年の改選直前の議会，つまり特別区設置協定

書案が可決されるまでの時期の議会に特に注目し，大阪維新の会の政治運

営上の特徴がどこにあるのかを明らかにすることを目的とする。

本稿の構成は以下の通りである。まず第１章において，「大阪維新の会」

をめぐる文献のレヴューを行う。続いて第２章では，２０００年頃からの大阪

府知事選と大阪市長選の動向や，大阪府議会と大阪市会の会派構成の変遷

を明らかにし，両議会において「分割政府」が現れた時期を確認する。第

３章では，両議会の首長提出議案に対する賛否会派連合のあり方を見る。

そして，国政レベルでは常に連合を組んでいた自民党と公明党が賛否態度

において割れた議案内容を明らかにする。最後に第４章において，大阪市

会，大阪府議会における修正可決議案や否決議案を概観し，過去の大阪府

議会や橋下徹就任以前の平松邦夫大阪市政における分割政府と比較したと

きに確認できる，「維新」による政権運営の特徴を指摘する。

予め結論を述べれば，次のようになる。第一に，「維新」首長による大

阪府議会・大阪市会の運営において，鍵を握ったのが公明党の動向であっ

たことである。当時都市制度について特段の意見を持たなかった公明党は，

そのときどきの状況に応じて態度を変え，国政で連合を組む自民党と見解

を異にしてでも維新との協力関係を優先した。そして第二に，「維新」首

長は，一度否決されたとしても同じ議案を議会各会派に対して再度提示し，

またその議案がイエスかノーかを迫る二者択一の議案であったことから，

議会過程を有権者にわかりやすく「見せる」色彩の強い議会運営を行った

ことである。過去に黒田了一大阪革新府政や美濃部亮吉・青島幸男東京都
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�　逆に，首長を支持する政党・会派が議会過半数を占めている場合を，「統一政

府」と呼ぶ。



政などで見られた分割政府では，各種料金値上げ案の修正可決などのよう

に，首長が提示した理想点と議会の求める理想点の「幅」の中から間をと

る選択を議決として示すものが多かった。しかし，維新首長が議会に突き

付けた，賛否の割れる議案の多くが，黒白をはっきり付けるよう迫ったも

のであり，有権者には筋書きがわかりやすくなったともいえ，その意味で

は議会経過を単純明快なものに見せるためのポピュリスティックな技法を

使ったといえるとまとめることができる。

１．「大阪維新の会」についての議論

ここでは，「大阪維新の会」，特に橋下徹の首長としての政治運営手法に

ついて論じた文献を紹介する。橋下徹は，苦学して大阪府立北野高校，早

稲田大学を卒業し，１９９７年に弁護士としての活動を始め，テレビのバラエ

ティ番組「行列のできる法律相談所」に茶髪・サングラスの弁護士として

レギュラー出演することで知名度を高めた。

橋下は，弁護士として，同業者との区別化を図るしかないと考え，自分

のスタイルを貫いたと述懐している�。この自身のスタイルに対して，有

権者からの支持を受けることで，政治の場でもその意図する施策を推し進

めようとする姿勢が見られた，言い換えるならば，「ポピュリズム」的手

法を橋下が政治の現場で用いたと，これまでの多くの文献が指摘する。

たとえばジャーナリストによるものでは， 富（２０１１）が，橋下がメ

ディア，特にテレビを重視して有権者に語りかける政治戦略を採っていた

ことを指摘している。また，一ノ宮他（２０１２）や松本（２０１５）は，関西の

テレビをはじめとするメディアが，橋下や大阪維新の会に対して無批判に

その主張を有権者相手に流し続けてきたことを強く批判した。行政学者に
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�　「読売新聞」，２００９年９月５日付。



よるものでは，秋吉（２０１６）が，水道事業や地下鉄事業には複雑な構造や

特殊性があったにも拘わらず，住民受けのよいポピュリスティックなフ

レーミングを行って支持を調達しようとしたことが，大阪市政における水

道事業改革や地下鉄事業民営化事業の失敗につながったと述べている。ま

た，有馬（２０１１）は，橋下を「劇場型首長」の一人として紹介し，メディ

アの前で挑発的な発言を行うことによって落としどころを探る形で高い支

持率を維持し，財政再建とブレーンを用いた大阪都構想や府庁移転などの

制度改革を実行しようとしたり国との対決に挑んだりしたと記し，有馬

（２０１７）では改めて，ポピュリズムの視点から，橋下大阪府市政を捉え治

す試みを行っている。田村（２０１２）や田村（２０１４）では，橋下が「改革派

首長」の一人として描かれ，これら首長が抵抗勢力を明確化して危機感を

煽り，SNS やメディアを巧みに用い，既存政党と微妙に距離を置き，外部

からの人材を積極的に登用する傾向にあることを述べている。また，高寄

（２０１０）や高寄（２０１１）は，大阪維新の会の府政運営を１９７０年代の革新自

治体と比較し，革新自治体においてはポピュリストとは異なり地方行政に

関する政策内容が打ち出されていたことを指摘して，維新政権下の議会が

翼賛化していくことを危惧している。

このように，首長としての橋下徹の，特に政治手法について，ポピュリ

ズムに結びつけて（批判的に）論ずる議論が多数述べられる一方で，主と

して政治学者による，維新と政治制度の組み合わせに注目した議論も存在

する。たとえば河村（２０１１）は，地域政党を「特定争点型」，「後援会系列

型」，そして「首長新党」に分類し，かつての「県民党」的立場の首長が，

既成政党とまんべんなく関係をつくることを意図していたのに対して，維

新など首長新党は既成政党との強い差別化を意識していたことや，現在の

地方議会議員選挙における選挙区制が特定争点型政党や後援会系列型政党

とは異なって首長新党には有利に働かないことを指摘している。
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選挙制度と維新との関係について詳しく検討したのは砂原庸介である。

砂原（２０１４a）は，大阪都構想�（略称：都構想）の実現について公明党が

鍵を握ると述べ，その原因として地方議会における中選挙区制と衆議院議

員選挙における小選挙区制があることを示唆した。やや長くなるがまとめ

ると，大阪市会においては，２
　

 人区が６，その他１８選挙区から７４人を選ぶ

選挙制度となっているために，一つの政党が単独で過半数を占めることが

難しく，維新もその例外ではなかった。都構想の協定書について大阪市会

の同意を得るためには過半数の議席が必要だが，そのためには公明党か自

民党を頼らざるをえない。さらに，市会議員選挙で維新と競争関係にある

他党が簡単に協力してくれるとは考えられないため，「国政で橋下市長が

協力するのと引き換えに，都構想実現に向けた大阪市会での国政政党の協

力を求めるという交換が成立」（２０１４a：７０）したと述べる。維新の大半が

自民党から抜けたために自民党内の維新への反発は強かったが，他方で公

明党の場合は，衆院選小選挙区での維新との候補者調整の必要から，協力

関係を結びやすかった。そのため，砂原（２０１４b）でも述べられるように，

（後ほど詳述する）大阪府・大阪市特別区設置協議会の設置に至る議論の

過程で，公明党への配慮の必要から，特別区重視（分権）的志向が生まれ

たことを指摘しているのである。また，砂原（２０１５）では，大阪府議会に

おける定数削減が各党の選挙戦略と深く結びついていたことを指摘し，候

補者間の選挙区調整が行われたメカニズムを明らかにしている。

そして飯田（２０１６）は，すべて中選挙区となっている大阪市会に焦点を

当て，なかでも定数が小さい選挙区出身の議員や同じ自民党現職がいる選

挙区で選挙に弱い議員ほど，自民党議員が維新会派に鞍替えする傾向に

あったことを示した。

住民意識に注目した議論では，２０１１年の大阪市長選において，橋下への
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�　大阪府内の一部の市を廃止し特別区を新たに設置することを意味する。以下同様。



投票者は彼を当選させたかったと答えたサンプルが多かったのに対して，

平松への投票者は橋下を当選させたくなかったとする傾向が強かったこと

などを明らかにした野田（２０１２）の分析や，社会的転出入が多い地域（地

元との関連の意識が薄い地域）で維新支持・賛成が多いことを論じた薬師

院（２０１５）の指摘がある。また，金井（２０１１）は，都構想の議論の背景に，

大阪・関西経済圏が東京・首都圏経済圏に比べて落ち込んでいることへの

危機意識があり，都構想の議論が自主的な地方自治制度の構築という観点

をもたらし，その「自己決定・自己責任」の正当性の確保のためにも，民

意の反映としての選挙や地域政党の重要性が高まったとする。善教（２０１６）

や善教（２０１８）は，特別区設置のための住民投票が否決された理由につい

て，上記のようなポピュリズム論や高齢者の主張が反映されたとするシル

バーデモクラシー論では説明できないと述べ，「批判的志向性」を有する

大阪市民の慎重な判断こそが重要であったと，意識調査を用いた分析で明

らかにした。

このほか，政党システム論に注目した研究として，中井（２０１６）が新党

台頭現象を分析した研究をレヴューし，安定した政党システム，経済成長

の不在，失業の増加そして汚職認識の拡大という４条件が２０１１年の大阪に

おいて満たされたことが，大阪維新の会の府議・市議選での躍進につな

がったことを指摘している。また，北村（２０１６）は，合理的アクターの戦

略的行動を叙述する形で分析を行った。すなわち，大都市地域特別区設置

法の成立や，特別区設置協定書の可決に至る政治過程については，前者に

ついては維新と国政与党民主党（当時），後者については維新と公明党の

関係が，現状の変更や打破を求める挑戦者と現状変更について拒否権を有

する拒否権プレーヤーとの関係として整理できると主張した。

これまで見てきたように，橋下徹や維新に注目した議論や研究において

は，そのポピュリスト的政治手法を（批判的に）論じたものや，選挙制度
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との関係から注目したもの，そして選挙・住民意識に注目したものなどが

あることが確認されたが，維新による議会運営についての検討は，北村

（２０１６）や秋吉（２０１６）を除き，これまでのところあまりなされていない

ようである。そこで本稿では，改めて大阪府・大阪市における二元代表の

変遷を概観するところから，維新政治の特徴を明らかにしたい�。

２．首長選挙と会派構成

本章では，特別区設置の是非を問う住民投票に至るまでの，大阪府知事

選と大阪市長選，そして大阪府議会・大阪市会の会派構成について概観し，

大阪維新の会の勢力伸長がどのような状況で進んできたかを見る。

２.１．大阪府知事選

２１世紀に入る辺りから２０１１年までの大阪府知事選をとりまとめたのが，

図表１である。１９９９年末，当時の知事横山ノックが，過去の知事選中のセ

クハラ事件が明るみに出たことで辞職したのに伴い，２０００年２月に知事選

が行われた。自民党は本部と府連の間で推薦候補が割れたものの，自民党

本部，旧民主（以下，「旧」は付けずに「民主」「民主党」と表記する），

公明などの各党が推した元通産省審議官，太田房江が勝利し，２
　

 期８年に

わたって国政与野党相乗りのもと，府政の舵取りを担った。

しかし３選を目指した太田も，企業経営者との懇談会で高額謝礼を受け

取っていたことが明らかになるなど，自らの「政治とカネ」の問題のため

に自民・民主・公明の各府議団から支援を取り付けることができなくな
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�　なお，本稿では，都構想の具体的な内容の変遷（たとえば，当初は大阪市の

周辺市も巻き込んで特別区を設置する構想であったものが，大阪市域内に限っ

て特別区を設置する形に変わったことなど）については立ち入らない。



り�，出馬を断念するに至った。ここで自民党大阪府連と公明党大阪府本

部が擁立したのが，橋下徹であった。自民府連は橋下を推薦したが，公明

府本部は橋下に対する公明支持者の反発が予想以上に強かったことを背景

として橋下を支持するに留め�，さらに公明府本部が党本部に対して支持

申請をしなかったことを理由に，自民府連も党本部への推薦申請を行わな

かった�。ともあれ，橋下は，民主党などが推薦した元大阪大教授の熊谷
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�　「毎日新聞」大阪版，２００７年１１月２９日付及び１１月３０日付。

�　「毎日新聞」大阪版，２００７年１２月２７日付。

�　「毎日新聞」大阪版，２００８年１月９日付。

図表１　大阪府知事選の推移（筆者作成）

得票率票数推薦党派候補者名投票率

４４.５８％２０００/２/６

４６.０％１,３８０,５８３無所属（自民本部，民主，公明，自由，改革クラブ

推薦），前通産省審議官，元岡山県副知事

太田房江

３４.０％１,０２０,４８３無所属，共産推薦，関西大名誉教授鰺坂真

１９.１％５７４,８２１無所属（自由連合，自民党府連推薦），

学校法人清風学園専務理事

平岡龍人

０.９％２６,７８１無所属羽柴誠三秀吉

４０.４９％２００４/２/１

５６.２％１,５５８,６２６無所属（自民，民主，公明，社民推薦），現職太田房江

２４.２％６７０,７１７無所属，前民主党参院議員，野球評論家江本孟紀

１８.２％５０５,１６７無所属（共産・新社会推薦），弁護士梅田章二

０.９％２５,８５１無所属，前泉南市議小山広明

０.５％１３,８８５無所属西村重蔵

４８.９５％２００８/１/２７

５４.０％１,８３２,８５７無所属（自民府連推薦，公明府本部支持），弁護士橋下徹

２９.４％９９９,０８２無所属（民主，社民，国民新推薦），元大阪大教授熊谷貞俊

１５.３％５１８,５６３無所属（共産推薦），弁護士梅田章二

０.７％２２,１５４無所属，元中学教諭高橋正明

０.６％２０,１６１無所属，保護司杉浦清一

５２.８８％２０１１/１１/２７

５４.７％２,００６,１９５「大阪維新の会」幹事長，前府議松井一郎

３２.８％１,２０１,０３４「市町村長連合と府民の会」世話人代表

（自民府連支持，民主府連支援），前池田市長

倉田薫

９.７％３５７,１５９無所属（共産推薦），弁護士梅田章二

０.８％２９,４８７無所属，元府職員岸田修

０.８％２７,８０９無所属，不動産賃貸業，元中学教諭高橋正明

０.６％２２,３４７二十一世紀日本維新会代表中村勝

０.６％２１,４７９スマイル党総裁マック赤坂



貞俊らを破って当選し，知事選レベルでも国政と同じ自民・公明ブロック

が成立したかのように見えた。

ところが，後ほど見るように，２００９年以降橋下を支持する松井一郎ら議

員たちが相次いで自民党会派を離脱し，２０１０年４月には大阪維新の会の発

足を見て，橋下と松井らを中心とした維新が既成政党たる自民，公明，民

主各党と対峙する形となる。大阪市長選に出馬するために橋下が辞職して

行われた２０１１年秋の大阪府知事選では，維新府議を辞して出馬した松井と，

自民府連が支持し民主府連が支援した倉田薫前池田市長らとの対決となっ

たが，松井が２００８年知事選の橋下の得票率を凌駕する，５４.７％の得票率を

得て圧勝した。２００万の得票は，１９９９年知事選の横山ノック以来となった。

２.２．大阪市長選

大阪市では，永らくの間，助役が保守・革新の推薦を得て新市長に当選

し，次の助役にその地位を実質的に禅譲するという状況が続いてきた。磯

村隆文は大阪市立大学教授から市助役に転身し，１９９５年に市長に当選した。

２
　

 期８年務めた後，もともと医師でやはり市助役となっていた関淳一（御

堂筋の開通など大阪市の基礎を築いたとされる関一の孫でもある）が２００３

年の市長選に立候補し，やはり自民・民主・公明の各党から推薦を得て当

選を果たした。ただ，相乗り・助役経験者対共産党の選挙枠組みは有権者

の関心を誘わず，市長選では低投票率が続いていた（図表２参照）。

ところが関は，２００５年１０月，市政改革の停滞を理由に，いったん市長を

辞職して市長選に再出馬する意向を表明した。環境保健局長時代にかか

わった財団法人「医療事業振興協会」と民間の「芦原病院」に行っていた

融資の回収が滞っていたことや，助役時代に所管した水道局のヤミ年金・

退職金問題，そして市長就任後の赤字第３セクターの相次ぐ破たん処理を，

辞職の理由にあげた�。関は当初民主党にも推薦を求める姿勢を見せたが，

「大阪維新の会」と議会運営

─　　─７９



自民市議団内で関再選に向けて民主党を推薦から外すべきとの議論が出�，

公明党府本部代表がいったんは「最初から民主を切り捨てるのはいかがか」

と述べたものの�，結局自民と足並みを揃えて公明党も関の推薦を決定し 

た。民主党は独自候補擁立論と関支持論とでまとまらずに自主投票となり�， 
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�　「読売新聞」大阪版，２００５年１０月１８日付。

�　「読売新聞」大阪版，２００５年１０月２０日付。

�　「読売新聞」大阪版，２００５年１０月２２日付。

�　「読売新聞」大阪版，２００５年１１月７日付。

図表２　大阪市長選の推移（筆者作成）

得票率票数推薦党派候補者名投票率

３３.５５％１９９９/１１/２８

６５.３％４３３,４６９無所属（自民・民主・公明・自由・社民・改革クラ

ブ・自由連合推薦），現職

磯村隆文

３０.７％２０３,５９９無所属（共産推薦），医師井上賢二

４.０％２６,５０７無所属，無職松下幸治

３３.３１％２００３/１１/３０

５５.５％３６８,４３３無所属（自民・民主・公明推薦），元助役，医師関淳一

２９.５％１９５,６８２無所属（共産推薦），大阪城天守閣名誉館長渡辺武

６.６％４３,４９４無所属，会社社長中川暢三

４.８％３２,１２６無所属，会社社長羽柴秀吉

３.６％２３,６９６無所属，コンビニ店長小谷豪純

３３.９２％２００５/１１/２７

４１.０％２７８,９１４無所属（自民・公明推薦），現職関淳一

２７.８％１８９,１９３無所属，前民主党衆院議員，弁護士辻恵

２４.４％１６５,８７４無所属（共産推薦），前市議姫野浄

６.９％４６,７０９無所属，元会社員松下幸治

４３.６１％２００７/１１/１８

４１.０％３６７,０５８無所属（民主・国民新，社民府連推薦），

元毎日放送アナウンサー

平松邦夫

３５.４％３１７,４２９無所属（自民・公明推薦），現職関淳一

１２.６％１１３,２０１無所属（共産推薦），元市議姫野浄

１０.０％８９,８４３無所属，元大阪市大教授橋爪紳也

０.９％８,１９９無所属，会社員藤井永悟

６０.９２％２０１１/１１/２７

５９.０％７５０,８１３大阪維新の会，前大阪府知事橋下徹

４１.０％５２２,６４１無所属（自民府連・民主府連支援），現職平松邦夫

２３.５９％２０１４/３/２３

８７.５％３７７,４７２大阪維新の会，現職橋下徹

５.６％２４,００４無所属，元衆院議員秘書藤島利久

４.３％１８,６１８スマイル党総裁マック赤坂

２.６％１１,２７３無所属，元派遣社員二野宮茂雄



ここに大阪市長選においても国政同様自民・公明ブロックが成立した。こ

のときの市長選の結果，民主党の推薦を拒否して無所属で立候補した辻恵

前民主党衆院議員らを破り，関が再選を果たしたが，相変わらず低投票率

に留まった。

２００７年１１月，やはり自民・公明両党の推薦を得て，関は市長選に出馬し

た�。それに対して民主党大阪府連は，かつて関西民放で夕方のニュース

番組のキャスターを担当したこともある元アナウンサー，平松邦夫を擁立

した。知名度もあった平松は，この市長選で勝利を収め，ここに大阪市会

でも分割政府が生ずることとなった（図表３参照）。

民間出身の平松は，２００８年初めに知事に当選した橋下と，当初は協力関

係を結んでいたが，都構想をめぐって徐々に対立することとなった。２０１１

年の市長選では，大阪府知事を辞した橋下と，現職の平松の対決となった

が，自民党大阪府連は，民主府連や独自候補を擁立しなかった共産党とと

もに平松の支援に回った。だが，同日に行われた大阪府知事選と同じく，

維新が勝利を収めた。

大阪市長となった橋下は，２０１４年１月，特別区の区割りを４案から１案

に絞り込む議案が大阪府・大阪市特別区設置法定協議会（略称：法定協）

において否決されたことをきっかけに，市長を辞職して３月の市長選に再

出馬した。自民・民主・公明・共産の各党は，市長選を行う大義名分がな

いとして候補擁立を見送った。このときの市長選の投票率は２３.５９％に留ま

り，橋下の得票数も前回市長選から半減した。とはいえ，この票数は，

２００７年に当選したときの平松の得票数や，２００３年・２００５年の関の得票数を

上回っていた。

「大阪維新の会」と議会運営

─　　─８１

�　公明党は，「市政改革を進める手法が独善的」として関の推薦をいったん保留

していたが（「読売新聞」大阪版，２００７年９月２５日付），関と政策協定を結び市

長選の公約を加筆修正させたことで，関を推薦することになった（同，２００７年

１１月１日付）。



２.３．大阪府議会

大阪府議会では，他県の議会とは異なり，１９５９年の改選以降，自民党が

議会過半数を占めたことがなかった。最大会派を占めてはいたものの，公

明党が２割前後，社会党もしくは民主党が１割から２割，そして民社党や

共産党が１割近くの議席率を維持してきたこともあって，多党システムが

成立していた。

１９９９年，２００３年，２００７年の３度の府議改選において多少の変動はあった

が，自民党が約４割の，公明党が約２割の，そして共産党が約１割の議席
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図表３　大阪府知事・大阪市長・大阪府議会・大阪市議会の推移と分割政府（筆者作成）

２００７２００６２００５２００４２００３年

関淳一（自民・公明）関淳一（自民・民主・公明）大阪市長

自３３，民２０，公１９，共１３，一人会派４大阪市議会

大阪市・分割政府

太田房江（自民・民主・公明・社民）
太田房江

（自民・公明・民主・自由）
大阪府知事

自４１，民２４，公２３，共９，無所属市民ク８，さわやか大阪４，社２，一人会派１大阪府議会

大阪府・分割政府

２０１２２０１１２０１０２００９２００８年

橋下徹（大阪維新）平松邦夫（民主・国民新）大阪市長

維３３，公１９，自１７，み９，共８
自３２，民２０，公２０，共１６，一人会派１→
自２１，民２０，公２０，共１５，維１１（２０１０.６）

大阪市議会

大阪市・分割政府

松井一郎（大阪維新）橋下徹（自民府連・公明府本部）大阪府知事

維５７，公２１，自１３，民１１，

共４，無所属ク２，みんな１

自４９，民２４，公２３，共１０，府民ネット３，社１，一人会派２→
維２９，自２４，民２４，公２３，共１０，府民ネット１，社１（２０１０.９）

大阪府議会

大阪市・分割政府

※大阪市長・大阪府知事の後の括弧

内がそれぞれの首長の推薦党派を

示す。

※「大阪市・分割政府」「大阪府・分

割政府」のうちグレーで表示した

ところが，分割政府となっている

時期を表す。

２０１５/５/１７２０１５２０１４２０１３年

住　

民　

投　

票

橋下徹（大阪維新）大阪市長

大阪市議会

大阪市・分割政府

大阪府知事

→維５１，公２１，自１４，民８，共４，

無所属の会４，みんな１，

一人会派２，欠員４（２０１３.１２）

大阪府議会

大阪府・分割政府



率を占め，民主党会派が一つにまとまった２００３年改選後には民主党が約２

割の議席率を，持つようになった。

ところが，先述したように，橋下を支持する議員たちが自民党会派を離

脱し始めた。松井一郎らが，「橋下知事を支援するには新会派が必要」と

して新会派結成を表明し�。２００９年４月に６人で「自民党・維新の会」を

発足させた。同年１０月には，浅田均ら５人の府議が， WTC ビル購入の補

正予算案を可決し移転条例案の採決を先送りする方針を自民府議団として

決めたことに反発し�，自民党会派を離脱し，「自民党ローカルパーティー」

を結成した。そして翌２０１０年４月１日に，民主党会派に属していた府議ら

も巻き込んで，「大阪維新の会」（２２人）が結成され，自民党（３０人），民

主党・無所属ネット（２３人），公明党（２３人）に次ぐ第４会派となった。

維新はその後，他会派からの離脱者を迎え入れて勢力を拡大し，同年６月

には自民議員数を上回って第一会派となり，９
　

 月には２９人の勢力にまで伸

長した�。

維新の勢いは止まらなかった。２０１１年の改選では，図表４にあるように，

１人区だけでなく，複数人が選出される選挙区でも多くの維新候補がトッ

プ当選を果たし，ついに維新が議会過半数を制した。改選後の組織議会に

おいて，全１０９議席のうち維新が５７議席となった一方，自民党は１３議席，

民主党・無所属ネットは１１議席にまで数を減らし，ここに維新による「統

一政府」が成立することとなった。

もっとも，この「統一政府」の継続は２年９ヶ月に留まった。２０１３年１２

月，ある議案の議決を機に，維新が過半数割れするに至ったためである。

この点については後ほど詳述することとしたい。

「大阪維新の会」と議会運営

─　　─８３

�　「読売新聞」大阪版，２００９年４月２１日付。

�　「読売新聞」大阪版，２００９年１０月２７日付。

�　なお，２０１１年府議選後までの大阪府議会の会派構成については，辻（２０１５：

１６８�１７０）を参照。
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図表４　２０１１年大阪府議選の当落（筆者作成）

落選当選定数選挙区落選当選定数選挙区

共新維現　公現２岸和田市自新　共新維現１大阪市北区

民現維新　公現　自新

共現　民現

５豊中市維新自現１大阪市都島区

民現維新１池田市み新自現１大阪市福島区

自新維新　公現　共新

民現

４吹田市共新　民新維現１大阪市此花区

維新１泉大津市・

泉北郡

自現　共新維新１大阪市中央区

社現　無新維新　公現　自現

民新　共現

５高槻市・

三島郡

無新維現１大阪市西区

無新維現１貝塚市共新維現１大阪市港区

自新　共新維現　公新２守口市共現　無新維新１大阪市大正区

民現　共新維元　公新　民新

自現　み新

５枚方市無現維新１大阪市天王寺区

自新　共新維現　公現　民現３茨木市自現　共新維新１大阪市浪速区

共現　諸新維現　公現　民新３八尾市維新　共新自現１大阪市西淀川区

自現維新１泉佐野市民新　共新維新　公現２大阪市淀川区

共新維現　無現２富田林市・

南河内郡

民現　共新公現　維新２大阪市東淀川区

共新自現　公新　民現３寝屋川市自現維新１大阪市東成区

共新維現１河内長野市無現　共新自現　維新２大阪市生野区

共新　民新維現　公現２松原市維新　自新　共新

無新

民現１大阪市旭区

民現維新　公新２大東市民現　共新維現　自新２大阪市城東区

公現維現　無新２和泉市無現　共新維新１大阪市鶴見区

無新　共新維現　民新２箕面市・

豊能郡

自新　民新　無新維新１大阪市阿倍野区

無新維現１柏原市共新維現　民新２大阪市住之江区

自現維新１羽曳野市共新維現　公新２大阪市住吉区

共新維現　公新２門真市自新　民新　共新維新　公現２大阪市東住吉区

共新維現１摂津市共現　民新維現　公新２大阪市平野区

自新維現１高石市自新　民元　共新公現　維新２大阪市西成区

無新無新１藤井寺市共現　民新維新　公現２堺市堺区

民現　無新維現　維現　自現

公新　公現　共現

６東大阪市自新　民新維現１堺市中区

民現　自新維新１泉南市自現　民新維新１堺市東区・美原区

民新維新１四条畷市民新　共新自新　維新２堺市西区

無現維新１交野市共元　民現維新　自新２堺市南区

維新１大阪狭山市民現　共元維新　自現２堺市北区

自新維現１阪南市
※左から得票数の多い順に並べている。

※「維」…維新，「公」…公明，「自」…自民，

　「民」…民主，「共」…共産，「み」…みんな，

　「諸」…諸派，「無」…無所属，「現」…現職，

　「新」…新人，「元」…元職。　斜体字は無投票。

　図表５，１０，１１においても同じ。
自現　民新維新１泉南郡



２.４．大阪市会

大阪市会では，自民，公明，民主の３会派が，市長与党として機能し続

けてきた。もっとも，大阪府議会と同様，自民党は議会過半数を占めるこ

とができなかった。１９９９年改選後の市会の会派構成は，全９０議席中自民党

が３４議席，公明党が１９議席，旧社会党系の民主党・市民連合が１１議席，旧

民社党系の民友クラブが９議席を，それぞれ占めた一方，野党共産党は１５

議席となっていた。この，民主党・市民連合と民友クラブは，２０００年５月

に合併し，民主党系会派が一本化（「民主・民友」）されて，第二会派へと

躍り出た�。

２００３年の改選後も大きな勢力変化は起きなかった。定数８９のうち，自民

党が３２議席，民主・民友が２１議席，公明党が１９議席，共産党が１３議席を占

めた。自民党と公明党を合わせれば議会過半数を占めたから，２００５年の関

市長再選後も，「統一政府」状態は続いた。

２００７年の改選（定数８９）でも状況はほとんど変わらず，自民党が３２議席，

民主党が２０議席，公明党が２０議席，共産党が１６議席などとなった。同年１１

月の市長選で当選した平松の支持母体は民主党のみであったし，民主党に

移る市議も出なかったことから，２００７年末以降，大阪市会において「分割

政府」状態が続くこととなった。そして２０１０年には大阪市会のなかにも維

新会派が成立し，自民・公明・民主・共産に次ぐ第５会派となった。

２０１１年の市議選では維新が勝利した。砂原（２０１４a）も指摘したように，

大阪市会においては定数２から６の中選挙区制が採用されていたために，

一つの会派が単独過半数を占めることは難しい。もっとも，そもそもこの

ときの市議選で維新は議会単独過半数を占められるだけの候補を擁立でき

ていなかった。

「大阪維新の会」と議会運営
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�　「毎日新聞」大阪版，２０００年５月９日付。



とはいえ，維新は第一会派に躍進する。定数８６のうち維新が３３議席を占

め，公明が１９議席を維持した一方，自民は１７議席，民主（「OSAKA みら

い」へと会派名変更，以下民主系会派と称する）は９議席，共産は８議席

へと大幅に勢力を後退させた。「分割政府」の状況のなかで，議会過半数

を得るためには，維新は公明か自民の協力を仰がねばならなかった。

３．大阪府議会・大阪市会における連合パターン

本章では，主として２０１１年から２０１５年の議会改選期間の大阪府議会・大

阪市会に注目し，首長提出議案に対してどのような議決結果が得られたの

か，そしてその際議決に対してどのような会派間連合が見られたのかを確
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図表５　２０１１年大阪市議選の当落（筆者作成）

落選当選定数選挙区

無元　民現　共新　み新維現　維新　公現３大阪市北区

維新　共現　民新自現　維新　公現３大阪市都島区

共新　維新　民新維現　自新２大阪市福島区

共現　民新維現　公現２大阪市此花区

維新　民現　共新　無新　無新自現　維新２大阪市中央区

共新　無元維現　自現２大阪市西区

共新維現　公新　民現３大阪市港区

自現　民新公現　維新　共新３大阪市大正区

共新維現　自現２大阪市天王寺区

自新　共新維現　民現２大阪市浪速区

維新　維新公新　自現　共現３大阪市西淀川区

民現公現　維現　自現　維新　共現５大阪市淀川区

維新　民新　無新公現　自現　維新　民現　共新　維新６大阪市東淀川区

民現　維新　共新公現　維新　自現３大阪市東成区

共現公新　自現　維現　維現　民新５大阪市生野区

共現　民現　維新　自新公現　民現　維新３大阪市旭区

民現　民現公現　維新　自現　維新　共現５大阪市城東区

共新　自新　民新　無元公現　維新　維新３大阪市鶴見区

自現　共元　民新自現　公現　維新　維新４大阪市阿倍野区

維新　共現公現　維新　自現　民現４大阪市住之江区

自現　民現公現　維新　共現　維新　自現５大阪市住吉区

共現公現　維現　自現　維新　民現５大阪市東住吉区

民現　維新　無新公現　自現　維元　無現　共新　維新６大阪市平野区

無元　維新　無新公現　維現　自現　民現　共現５大阪市西成区



認する。

なお，時期を限定するのは，各会派の賛否態度をインターネット上で確

認できるようになったのが近年に留まるためである�。具体的には，大阪

府議会では平成２１年２月定例会から，大阪市会では平成２２年第４回（１１月）

定例会からである。これを用いて，「分割政府」期，「統一政府」期も含め

た会派間の対立軸を明らかにするとともに，どのような議案においてどの

ような会派間連合が見られたかを検討したい。

３.１．会派連合パターン

図表６は，決算報告及び記名投票となった議案，そして住民による直接

請求により議会に提出することが求められた議案を除く首長提出議案に対

して，維新，公明，自民，民主，共産の各会派がどのような態度を示した

かを，会派連合によってカウントしたものである�。どの時期，どちらの

議会においても，いちばん多いパターンはすべての会派が賛成したもので，

２番目に多いパターンは共産党以外のすべての会派が賛成したものである。

逆に，自民・公明両党のみが首長提出議案に賛成もしくは反対したパ

ターンは，一つも確認できない。大阪府議会においても大阪市会において

も，国政レベルの与野党関係はどうやら影響していないようである。

また，２０１０年１１月から２０１１年の議会改選を迎えるまでの大阪市会は平松

「大阪維新の会」と議会運営
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�　大阪府議会における審議結果は，http://www.pref.osaka.lg.jp/gikai_giji/ 

hokoku/index.html, 大阪市会における審議結果は，http://www.city.osaka. 

lg.jp/shikai/page/００００００１５９２.html に，それぞれ記載がある（２０１８年１月１１日

最終閲覧。但し平成２５年度以前の府議会データについては，２０１６年４月２２日最

終閲覧）。

�　決算報告を除いたのは，その報告が認定を求められたときに在任中の首長と，

その報告の対象となっていたときの首長とが，異なる場合があるためである。

なお，特徴的だったのは，平松市政期の決算報告に対して，維新と共産が反対

する傾向にあったことである。
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図表６　各首長提出議案に対する主要会派の賛否（筆者作成）

大阪市議会

（２０１０.１１～２０１１.３）

大阪市議会

（２０１１～２０１５）

大阪府議会

（２００９.５～２０１１.３）

大阪府議会

（２０１１～２０１５）
賛成会派

９６８１６３５９６６０全会派

２３２９９１０２１７２維新・公明・自民・民主

０１００維新・公明・自民・共産

００００維新・公明・民主・共産

０１００維新・自民・民主・共産

０１００公明・自民・民主・共産

０２４０１８維新・公明・自民

０５０２維新・公明・民主

００２０維新・自民・民主

２５１０公明・自民・民主

０４０３維新・公明・共産

００００維新・自民・共産

００００公明・自民・共産

００００維新・民主・共産

００００公明・民主・共産

００００自民・民主・共産

０３５０１９維新・公明

００００維新・自民

００００公明・自民

００００維新・民主

００００公明・民主

００００自民・民主

００００維新・共産

００００公明・共産

００００自民・共産

００００民主・共産

０６７２２維新

００００公明

００００自民

００００民主

００００共産

０１００なし

※　「維新」には「大阪維新の会」発足前の「自民党・維新の会」及び「自民党・ローカルパーティー」（両会

派で賛否を違えたことがなかった）及び，みんなの党と統一会派を組んだ後の「大阪維新の会・みんなの党　

都構想推進大阪府議会議員団」を含む



邦夫市政期である。平松市政期においても分割政府であったが，この間，

公明・自民・民主の３会派の間で賛否が割れることはなかった。つまり，

平松は自民・公明が推薦した関淳一を破って当選したものの，市会内では

公明・自民・民主の３派連合が維持されてきたことがわかる。

さらに，２０１１年の議会改選期以降に初めて確認できるようになった議案

に対する会派連合パターンがある。それは，維新と公明，もしくは維新と

公明と自民など，維新と公明の結びつきの強化を示す会派連合である。前

章で見たように，２０１１年の改選から２０１３年末までの大阪府議会を除き，維

新は議会過半数を握っていなかった。そのため，橋下徹や松井一郎として

は，議案を通すためには，維新以外の政党を賛成側に取り込む必要に迫ら

れた。そのときに頼りになったのが公明党である。

実は，２０１１年の改選前までは，大阪府議会に置いて自民党と公明党が賛

否を違えた議案はほとんど存在しなかった�。その意味では，自民・公明

ブロックは非常に強固なものであった。しかしながら，２０１１年の改選以降，

大阪府議会では２４の議案に対して，大阪市会では４４の議案に対して，公明

は賛成したものの自民が反対したことが確認できた。では，自民と公明と

の間で賛否が分かれた議案とはどのようなものであったのだろうか。

３.２．大阪市会において自民と公明の間で賛否が分かれた議案

２０１１年の議会改選からの４年間で，自民党と公明党とが知事提出議案の

賛否態度を違えた議案について，振り返ろう。なお，２０１１年１１月の府知事・

「大阪維新の会」と議会運営
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�　２００９年から２０１１年の改選前までの大阪府議会において自民と公明とで賛否態

度が分かれた議案は，２
　

 議案ある。一つは平成２２年９月定例会に提出され，平

成２３年２月定例会で議決された，「地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合

研究所の定款を定める件」であり，もう一つは平成２３年２月定例会に提出され

た，「大阪府地方独立行政法人評価委員会条例一部改正の件」である。両議案に

対して，自民党は賛成し，公明党は反対した。



市長ダブル選挙までが，橋下府政・平松市政期であり，それ以後が松井府

政・橋下市政期である。

大阪市会では，２０１０年以降平松が退任するまで自民と公明との間で意見

が割れた議案はなく，公明・自民・民主の三派連合は維持され続けた。と

ころが，２０１１年１１月に松井一郎が大阪府知事に，２０１１年１２月に橋下が大阪

市長にそれぞれ就任すると，自民と公明との間にも亀裂が走ることとなっ

た。平成２３年第４回定例会（２０１２年１月３１日議決）において，特別職の秘

書の職の指定等に関する条例案，特別職の職員の給与に関する条例の一部

改正案，市長の秘書の職を占める職員の給料月額の特例に関する条例案と

職員の旅費に関する条例の一部改正案が，いずれも自民・共産両党が反対

するなか可決された。これらの議案は，政治行政手法において議会の反発

を煽る議案とみることができる�。平成２４年第１回定例会でも，大阪府と

大阪市の水道事業統合をめぐる大阪広域水道企業団への加入に関する協議

について承認を求める議案や大阪にふさわしい大都市制度の推進に関する

条例案� に対し，公明党は維新とともに賛成したが，自民党は民主系，共

産党とともに反対した。このように，都市制度をめぐる議案でも，自民・

公明両派で見解が異なる議案が，２０１２年になると目立つようになった。

平成２４年度に入り，政治行政運営をめぐる議案や都市行政をめぐる議案

において賛否の分かれる傾向がさらに強まる。平成２４年第２回定例会では，

大阪市教育行政基本条例案，監査委員選任案，教育委員会委員任命案に対

して，同年７月に開かれた第１回臨時会では，平成２４年度一般会計補正予

算案や，水道事業会計補正予算案，市民病院事業会計補正予算案，政治的

中立性を確保するための組織的活動の制限に関する条例案そして大阪市立

学校活性化条例案に対して，それぞれ公明が維新とともに賛成した一方，
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�　辻（２０１５：３９２�３９６）参照。

�　これは大都市制度推進協議会設置のための条例案である。



自民が民主系，共産とともに反対した�。同年第３回定例会でも，大阪市

立体育館条例の一部改正案，大阪市立プール条例の一部改正案，執行機関

の附属機関に関する条例の一部改正案，大阪府市新大学構想会議の共同設

置に関する協議について，大阪府市都市魅力戦略推進会議の共同設置に関

する協議について，さらには大阪府市エネルギー戦略会議の共同設置に関

する協議について，それぞれ承認を求める議案が，維新と公明のみの賛成

で可決された。

２０１３年に入ると，いわゆる都構想関係の議案が動き始める。平成２５年第

１回定例会で，大阪にふさわしい大都市制度の推進に関する条例を廃止す

る条例案と大阪府・大阪市特別区設置協議会の設置に関する協議について

承認を求める議案が，それぞれ維新・公明の賛成連合によって可決された。

これとともに，執行機関の附属機関に関する条例の一部改正案や大阪府市

医療戦略会議の共同設置に関する協議について，あるいは大阪府・大阪市

特別区設置協議会規約の一部変更に関する協議について，さらには大阪府

市大都市局の共同設置に関する協議について，それぞれ議会として認める

議案と，そして大阪市市長直轄組織設置条例の一部改正案が，やはり自民・

民主系・共産各会派が反対するなか可決された。教育委員会委員任命同意

案や，前会につづき継続審査となっていた大阪市営住宅条例の一部改正案

についても，自民・公明両党の間で見解が割れた。このように，都市制度

を変革するための議案と，それに付随して政治行政手法とも関連する，執

行機関の組織整備に関連する議案において，公明党が維新に接近した姿が

読み取れるのである。この流れは平成２５年度以降も続き，平成２５年第２回

「大阪維新の会」と議会運営
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�　自民党は平成２４年度大阪市一般会計補正予算の組み替え動議を提出し，その

理由として市政改革プラン案について慎重な取扱が必要なこと，そして府市統

合本部関連の予算案が原案に計上されていたことを挙げている（『平成２４年第１

回臨時会会議録』，平成２４年７月２７日）。



定例会では執行機関の附属機関に関する条例の一部改正案や大阪府市規制

改革会議の共同設置に関する協議について承認を求める議案が，維新・公

明の賛成多数で可決された。同年第３回定例会では，１
　

 件の工事請負契約

締結について，あるいは再審査の申立てについて議会の承認を求める議案

や一部斎場の指定管理者の指定を承認する議案，大阪市立クラフトパーク

条例及び大阪市立青少年野外活動施設条例，そして大阪市立生涯学習セン

ター条例のそれぞれ一部改正案に対して，自公両党で見解が割れた�。

ところが，２０１４年に入る頃には，公明党の態度は一変していた。後述す

るように，都構想の区割り案をめぐって公明党が１案への絞り込みに反対

すると，その後に開かれた平成２６年第１回定例会でも，大阪市敬老優待乗

車証条例の一部改正案と再審査の申立について承認を求める２案を除き，

すべての議案で自民と歩調を合わせている。同年第２回定例会ではすべて

の議案で，第３回定例会では平成２６年度大阪市一般会計補正予算案を除く

すべての議案で，自民・公明両党が賛否態度を一致させた�。

しかし，２０１４年の１２月に衆議院議員総選挙が行われると，公明党が候補

を擁立した選挙区に維新が候補者を立てなかったこともあり，同年末，公
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�　なお，この平成２５年第３回定例会では，公明党のみの反対により可決された

議案があった。それは，執行機関の附属機関に関する条例の一部を改正する条

例案であり，執行機関の附属機関に大阪市鉄道ネットワーク審議会を付け加え

る議案であった。公明党は，委員会において，この審議会が「実質，（大阪市営

地下鉄：引用者註）８号線の延伸問題を中心に審議する目的となっており，大

阪全体の交通ネットワークのあり方はさておき，単に交通局の民営化を視野に

入れた審議会となっているように思われ」るとして，議案に反対する旨を述べ

た（『平成２５年８月，９
　

 ～１２月定例会常任委員会（交通水道）』，平成２５年９月２６

日）。ここから，公明党が，２０１３年秋の時点で，大阪市営地下鉄やバスの民営化

に否定的見解を持っていたことが確認できる。

�　なお，平成２６年度大阪市一般会計補正予算案（第４回）とは，教育総務費の

追加及び特別支援学校費の減額補正を行う議案であった（http://www.city. 

osaka.lg.jp/contents/wdu２６０/result/pdf/２０１４gian３３６.pdf）。



明党は都構想の是非を問う住民投票に協力する方針を明らかにする�。平

成２７年第１回定例会において，自民・民主系・共産各会派が反対するなか，

職員の給与に関する条例の一部改正案とともに，特別区設置協定書の承認

を求める議案が，維新・公明の賛成多数によって可決された。

３.３．大阪府議会において自民と公明の間で賛否が分かれた議案

２０１１年春の府議会議員選挙後，秋のダブル選挙までに自民と公明で態度

が異なったのは，平成２３年９月大阪府議会定例会に提出された，平成２３年

度一般会計補正予算案である。これは，東成区にあった大阪府立成人病セ

ンターを中央区の府庁本庁舎横に移転させるための予算額を計上したもの

で，同年２月定例会でこの予算額については維新を除くすべての会派が現

地建替案を推すとして減額修正していた�。しかし，専門家会議が現地建

替ではなく移転建替案がよいとの結論を出し�，拡張用地の確保や最先端

医療設備の導入を求めていた公明党に対して知事が前向きな姿勢を示した

ことで，「これ以上建築を先延ばしできない」として公明党が移転建替案

に賛成する方針を固めたという�。

ただ，大阪市会とは異なり，大阪府議会では当初維新が議会過半数を占

めていたことから，公明党の協力を仰ぐ必要はそれほどなかった。同年秋

の選挙で松井一郎が知事に当選しても，自民と公明との間で賛否態度が異

「大阪維新の会」と議会運営
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�　「読売新聞」大阪版２０１５年２月２３日付によると，衆院選前の２０１４年１１月１５日

に，維新幹事長でもあった松井一郎知事が，公明党の支持母体である創価学会

幹部と会い，さらに同年１２月２３日には維新代表の橋下徹市長と松井知事が創価

学会本部を訪れ，都構想実現のための住民投票への協力を要請したとのことで

ある。この翌日，公明党本部から，都構想に批判的であった大阪府議・市議が

方針転換を指示され，２０１５年の住民投票実施への賛成へと舵が切られていった。

�　「毎日新聞」大阪版，２０１１年３月１６日付。

�　「毎日新聞」大阪版，２０１１年７月２７日付。

�　「毎日新聞」大阪版，２０１１年９月２８日付。



なったのは，平成２４年２月定例会における，平成２４年度一般会計予算案� 

と大阪府都市公園条例一部改正案，そして大阪にふさわしい大都市制度の

推進に関する条例案� だけに留まったし，同年５月定例会ではそのような

議案が見られなかった。

しかし，少しずつ都市制度にかかる議案が提出されるようになるにつれ，

自民と公明の見解の相違が明確化するようになる。同年９月定例会では，

地方債の起債について許可を求める議案と非常勤職員の報酬及び費用弁償

に関する条例一部改正案について，両党の賛否が分かれたほか，大阪府市

新大学構想会議の共同設置に関する議案，大阪府市都市魅力戦略推進会議

の共同設置に関する議案，大阪府市エネルギー戦略会議の共同設置に関す

る議案，大阪府市共同設置附属機関条例制定案，そして大阪府・大阪市特

別区設置協議会の設置に関する議案が，一部知事による議案訂正のうえで，

維新・公明のみの賛成多数により可決された。

この，都市制度をめぐる議案で維新と公明とが協力する姿は，大阪市会

同様，２０１３年になるとより明確化することとなる。平成２５年第１回定例会

では，大阪府・大阪市特別区設置協議会規約を変更する議案，大阪府市医

療戦略会議の共同設置に関する議案，大阪府市大都市局の共同設置に関す

る議案，大阪府立病院機構に係る中期目標の一部を変更する議案，大阪府

立病院機構に係る中期計画の一部変更について認可する議案，大阪府立病

院機構に係る中期計画の一部変更について認可する議案，大阪府市共同設

置附属機関条例一部改正案，大阪府組織条例一部改正案，そして大阪にふ

さわしい大都市制度の推進に関する条例廃止案の８議案について，公明は

維新とともに賛成した一方，自民は反対に回った。教育委員会委員の任命
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�　自民党は，大阪湾岸に購入した大阪府庁咲洲庁舎の耐震改修工事に反対し，

そのための予算を減額する予算組み替え動議を提出した。

�　脚注�に同じ。



同意案についても，公明党は同意したが自民党は不同意の立場をとった。

このように，都市制度改革のための議案と，それに伴い組織改正を行う議

案についての賛否態度が自民・公明両党の間で割れる傾向はその後も続く。

平成２５年５月定例会では，大阪府市規制改革会議の共同設置に関する議案

と大阪府市共同設置附属機関条例一部改正案の２件が，維新と公明のみの

賛成多数によって可決された。

２０１３年１２月，第三セクター株式売払にかかる議案において４人の維新議

員が反対に回り否決されると（この点については次章第４節で詳述する），

大阪府においても再び分割政府状態が発生した。松井知事としては，議案

を通すためには，公明党の協力を得る必要が生じた。しかし，この頃には，

都構想区割り案の絞り込みや出直し大阪市長選をめぐって公明党は態度を

硬化していたから，２０１４年に入ると，公明党は自民党と賛否をともにした。

そして，２０１５年の平成２７年２月定例会で，特別区設置協定書について承認

を求める件が維新・公明の両党のみにより可決されるまで，自民党と公明

党が知事提出議案に対して見解を異にしたことはなかったのである。

３.４．小括

このように，国政レベルで選挙協力や連立政権を維持してきた自民・公

明両党の間で，大阪府議会・大阪市会において，賛否態度が分かれた首長

提出議案には，二つの大きな特徴があることが確認された。一つは，都市

制度をめぐる議案である。橋下や大阪維新の会が，大都市制度を改革する

議案をたびたび提出したのに対して，公明党は多くの議案で賛成し，自民

党はほぼすべての議案で反対した。もう一つは，改革派首長とも共通する，

政治行政手法をめぐって議会の反発をみやすい議案である。都市制度を変

革するための議論の場をつくるための条例案や，首長機構の組織編成を変

える議案についても，公明と自民との間で見解が割れたことが，本章での

「大阪維新の会」と議会運営
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検討から明らかになった。

４．「維新」首長と分割政府

本章では，「維新」首長による議会運営の特徴を明らかにするために，

大阪市政については，同じく分割政府状態にあった２００７年秋の平松邦夫市

長着任以降について，大阪府政では橋下徹知事着任以降について振り返り，

主として否決されたり修正可決されたりした議案がどのようなものであっ

たかを確認する。また同時に，知事や市長が再議権� を行使して議会の決

定に反旗を翻した議案についても紹介する。

４.１．大阪市長と大阪市会：２００７年１１月～２０１４年５月

平松邦夫は，２００７年１２月１９日に大阪市長に着任した。第２章第２節で触

れたように民主党の推薦を得て自民・公明両党が推薦した現職を破って当

選していたから，「分割政府」状況の下，いかにして議案を通すかが重要

な課題となった。

大阪市会においては，議案が原案可決されることはいわば「当たり前」

の状況となっていた。というのも，２００６年９月に開会された平成１８年第３

回定例会において否決された「再生計画案への同意について」という議案� 

が，戦後初めて否決された市長提出議案だったためである�。当時の関淳
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�　再議権とは，地方自治法第１７６条に規定があり，議会の議決について異議があ

るときに，首長が再度議会の議決を求めることができる権限のことを指す。条

例の制定若しくは改廃又は予算に関する議案については，出席議員の３分の２

以上の賛成がないと，当初の議決を確定することができない。

�　これは，経営破たんした旧芦原病院（大阪市浪速区）の民事再生のため，大

阪市が融資金の焦げ付きなど債権約１３８億円を放棄するとする再生計画案につい

て議会の同意を求める議案である。

�　「毎日新聞」大阪版，２００６年１０月１４日付。



一市政に対する与党であった自民・公明両党も含め，すべての会派が反対

して全会一致で否決されたのであった。関市長最終盤の翌年９月開会の平

成１９年第３回定例会でも「再生計画案の同意について」という議案� が否

決されているが，ちょうどこの頃を境に，大阪市会が，それまでの「市長

提出議案を必ず可決する」状態から逸脱し始めたことを意味した。

平松は，関市長の議会運営を見ていたからか，安全運転に努めようとし

ていたようである。就任直後の平成２０年第１回定例会（２００８年２月開会）

では，自民党が提出した，職員の労働組合費を給料から天引きする「チェッ

クオフ」制度を廃止する，職員の給与に関する条例の一部改正案が成立し

たが，平松は再議権を行使しなかった。また，このときに提出された新年

度予算案はいずれも議会の修正を受けずに通すことに成功した。

他方で，平成２１年第１回定例会（２００９年２月開会）では，新年度一般会

計予算案に対する公明・自民両党提出の修正案が可決された。敬老優待乗

車証交付制度と上下水道料金福祉措置の見直しに向けたシステム改修費

（約４億円）が当初案に計上されていたが，前年１０月になされた敬老優待

乗車証交付制度見直しへの反対決議を無視するものだとする声が，公明・

自民両会派から上がっていた�。

しかしながら，この議案以外に平松市政で否決されたり修正可決された

りした議案はなかった。２０１０年度に入ると，自民会派を離脱した議員らで

維新会派が組織され，同年９月には維新から，市会定数を８９から４５に，市

議報酬を１０２万から７１万に削減する条例案が提出されたが，公明・自民・民

主の三派は同年１２月の本会議でこれを否決し，同じく３党が提出していた，

「大阪維新の会」と議会運営
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�　これもやはり，民事再生手続き中の市の第三セクター「大阪キャッスルホテ

ル」の再生計画案に対して議会の同意を求める議案であった。「毎日新聞」大阪

版，２００７年９月２９日付によると，「重要な案件について議会に事前の相談がな

い」などの不満が議会内に積もっていた」とのことであった。

�　『平成２１年第１回定例会（平成２１年２・３月）』，平成２１年３月２７日。



市会議員の報酬，費用弁償及び期末手当に関する条例の一部改正案と市会

議員の報酬，費用弁償及び期末手当に関する条例の特例に関する条例の一

部改正案を可決させた（維新と共産はこの議案に反対した）。議会改選を挟

んだ後の平成２３年第２回定例会（２０１１年５月開会）では，維新が，市会定

数を６９に削減する，大阪市会議員定数及び各選挙区選出数に関する条例の

一部改正案や，議員報酬を削減する，大阪市会議員の報酬，費用弁償及び

期末手当に関する条例の一部改正案，中学生までの医療費を無料化する，

大阪市乳幼児等医療費助成条例案など４案を提出したが，これも公明，自

民，そして民主系の３会派の反対により否決された�。つまり，２００７年の市

長選では敵と味方に分かれた公明・自民と民主ではあったが，平松市政期

の議会ではむしろかつてからの結びつきの強さを再確認することとなった。

しかし，橋下徹が２０１１年１２月に市長に着任すると，議会内の維新会派と

ともに，この公明・自民・民主系の３派連合に楔を打ち込み始めた。市長

就任直後の２０１２年１月，公明党は橋下の私設秘書を市長特別秘書に起用す

る議案に対して賛成する方針を固めた�。同月，市会開会前に議案を審議

する事前調査制度を廃止することが，大阪市会全５会派でつくる議会改革

推進会議において全会一致で決定された�。そして同年２月開会の平成２４

年第１回定例会に提出された新年度予算案について，自民党は「これ以上

市民生活を混乱させることがあってはならないという観点から」� 渋々賛成
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�　２０１１年９月開会の平成２３年第３回定例会でも，教育基本条例案や職員基本条

例案などを維新は単独で提出したが，いずれも維新以外の会派が反対して否決

された。

�　「朝日新聞」大阪版，２０１２年１月３日付。

� 「朝日新聞」大阪版，２０１２年１月１３日付。橋下徹は，この事前調査制度がある

ことで，議会において実質の審議ができるとは到底思えないと指摘していたと

いう。

�　自民党議員による本会議での予算案に対する討論での発言。『平成２４年第１回

定例会（平成２４年２月・３月）』，平成２４年３月２８日。



に回るしかなかった。

同年５月定例会では，前章第２節で述べたように，大阪市教育行政基本

条例案が，自民党など他会派が反対するなか，施行日を修正したうえで可

決された。大阪市職員基本条例案や職員の退職管理に関する条例案は，自

民党も賛成して施行日を修正したうえで可決されたものの，これも決して

自民党が成立を望んだ議案ではなかった�。

こうして大阪市会でも維新ペースで議案の審理がなされるようになった。

平成２４年第１回臨時会（２０１２年７月）では，維新が単独で提出した，市会

議員選挙区・定数条例改正案や市議報酬等に関する条例改正案などは否決

されたが，市長提出の一般会計補正予算案に対する自民党提出の修正案は

否決され，継続審査となっていた大阪市立学校活性化条例案も，維新と公

明の賛成によって修正可決された。ただ，これら議案は，修正を受けるこ

とで市長の意向にストップをかけることができるというよりは，むしろ成

立させることで市長の意向を市政に反映できるという性格を帯びていたと

みるべきだろう。この，維新・公明連合によって議案が可決される状況は，

２０１３年度に入るまで続いた。

状況が一変するのは，２０１３年５月に，橋下が戦時中の旧日本軍慰安婦の

必要性を認める発言をしてからであった�。これにより，公明党の態度が

急変し，同月に開会された平成２５年第２回定例会では，大阪広域水道企業

団規約の一部変更に関する協議について承認を求める議案と，大阪市水道

「大阪維新の会」と議会運営
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� 自民党議員は賛成討論において，「苦渋の選択，賛成の立場から討論」と述

べ，「本条例案は，ただ単に職員を厳しく縛ったり分限免職の大なたを振りおろ

すツールとして活用されるべきではない」とも強調していた（『平成２４年第２回

定例会会議録』，平成２４年５月２５日）。

� 「朝日新聞」，２０１３年５月１３日付によると，橋下が，いわゆる村山談話をめぐっ

て，戦時中の旧日本軍慰安婦について「銃弾が雨嵐のごとく飛び交う中で命を

かけて走っていくときに，どこかで休息をさせてあげようと思ったら，慰安婦

制度は必要なのは誰だってわかる」と記者団に述べたとのことである。



事業及び工業用水道事業の設置等に関する条例を廃止する条例案が，公明

党も反対に回って否決された。さらに，平成２５年第３回定例会（２０１３年９

月開会）では，維新会派から出ていた議長が，自身の後援会の主催する政

治資金パーティーにおいて大阪市立高校の吹奏楽部に演奏をさせていたこ

とが明るみになった。公明，自民，民主系の３会派は，議長不信任案を可

決させ，大阪市立駐車場条例の一部改正案�，大阪市立子育ていろいろ相

談センター条例を廃止する条例案，大阪市立学校設置条例の一部改正案１４

件�，大阪市立大学定款の一部変更について，あるいは大阪市立大学に係

る中期目標の一部変更について議会の承認を求める議案を，維新のみの賛

成少数により否決した�。

２０１４年には，特別区設置法定協議会において，特別区の区割り案を４案

から１案に絞り込む案が否決され，公明，自民，民主系の３派連合は，そ

の直後の平成２６年第１回定例会（２０１４年２月開会）では，新年度一般会計

予算案や病院事業会計予算案に対する修正案を共同提出して可決させるこ

とに成功した�。さらに，橋下市長辞職についても，維新以外のすべての

会派が反対に回ったことにより，不同意となった。維新提案の市会議員選

挙区・定数条例改正案や市議報酬等に関する条例改正案はいずれも維新の

みの賛成により否決された一方，自民提出の同条例案２案はいずれも全会
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�　これは駐車場料金を値上げする議案である。

�　これは市立幼稚園を廃止する議案である。１４件は否決された一方，５
　

 件は可

決された。

�　このほか，大阪市コミュニティ振興施設条例の一部を改正する条例案が，微

細な修正を加えたうえで，全会一致で可決された。

�　新年度会計予算案に対しては，校長公募の準備費や，市の特別顧問・参与の

人件費の一部を減額する修正が行われた。また，新年度病院事業会計予算案で

も，府市でつくるとされた，住吉母子医療センターの整備事業費を削減する修

正案が可決された（「朝日新聞」大阪版，２０１４年３月１５日付）。このほか，公営

事業会計予算案や公債費関係予算案も修正可決された。



一致で可決された。

こうして，２０１３年５月以降，大阪市会では３派連合に再び主導権が移っ

てきたように見えたが，橋下市長は２０１４年３月の市長選再選後，再議権を

行使するようになる。平成２６年第２回定例会（２０１４年５月開会）では，一

般会計補正予算案や中央卸売市場補正予算案，水道事業会計補正予算案お

よび病院事業会計補正予算案が修正可決され，幼稚園１４園を廃止するため

の大阪市立学校設置条例一部改正案１４件が否決されたが，自民・民主系会

派が共同提出し，公明党も賛成して可決された市立学校活性化条例一部改

正案が，市長の再議権行使にあって否決された。この改正案は，校長の採

用を，「原則公募」から「公募できる」へと変更するものであったが，橋

下は校長採用の公募制の維持を求めて再議に付し，同改正案は，議会の３

分の２以上の賛成を得ることができず否決されたのだった。

４.２．大阪府・大阪市特別区設置法定協議会の運営

さて，２０１４年夏以降の市会について述べる前に，ここで，大阪府大阪市

特別区設置法定協議会の流れについて説明しておこう。２０１２年３月に，自

民，民主系会派が反対するなか，大都市制度推進協議会設置のための条例

案が，大阪府議会・大阪市会で可決され，同年４月から，松井知事，橋下

市長，そして府議会から９人，市会から９人の議員が参加して，「大阪に

ふさわしい大都市制度推進協議会」が開催されてきた。そして維新・公明

の賛成により，同年９月に同推進協議会において，同年８月に成立してい

た大都市地域における特別区の設置に関する法律に基づく法定協議会の設

置が議決され，同年１２月には大阪府議会で，翌年２月には大阪市会で，大

阪府・大阪市特別区設置法定協議会の設置議案が成立した。

これ以降，都構想を実現するための審議が，この法定協において続けら

れた。メンバーは，松井知事，橋下市長，大阪府議会から維新府議が５人，

「大阪維新の会」と議会運営
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公明府議が２人，自民府議と民主府議が１人ずつ，そして大阪市会から維

新市議が３人，公明市議と自民市議が２人ずつ，民主市議と共産市議が各

１人であった。松井・橋下を含めれば維新が１０人であるのに対して，非維

新会派に所属したのも１０人であった。法定協議会の議長には維新府議で大

阪府議会議長の浅田均が就いたから，法定協において非維新系が過半数を

握ることとなった。先述したように，２０１３年度に入ってからは，公明党が

橋下と距離を取り始めたこともあって，当初２０１５年４月の都構想実現を目

指した維新の思惑通りに議論は運ばず，２０１４年１月に，特別区設置の区割

り案を４案から１案に絞り込む案が否決されるに至った�。

２０１４年３月の橋下市長再選後も状況は好転するどころか，むしろ悪化し

た。法定協は１月の区割り絞り込み案否決後，なかなか開かれなかった。

そこで維新側が出た手段が，法定協の非維新系メンバーを維新に差し替え

るという手段であった。同年６月，大阪府議会の議会運営委員会において

維新が過半数を占めていたことから�，同協議会規約に定められた「具体

的な制度設計を行う」ことに協力しない委員を差し替える手続をとること

とした�。具体的には，大阪府議会の議会運営委員会において，自民と民

主系の府議１人ずつをそれぞれ維新府議に差し替えることを，維新のみの

賛成多数で決定し�，維新が多数派になる形で法定協を再開できるように

したのである（図表７①）。

これに対して，大阪市会の非維新系会派（公明，自民，民主系，共産）
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�　区割り案４案とは，大阪市内で比較的税収に恵まれる中央区と北区を合区す

るのか分区したままとするのか，そして特別区の数を５とするのか７とするの

かで，それぞれ案とされたものであった。

�　このとき大阪府議会では維新が過半数割れしていたが，議会運営委員会１７人

のうち過半数の９人を維新が占めていた（「毎日新聞」大阪版，２０１４年６月２８日

付）。

�　「朝日新聞」大阪版，２０１４年６月６日付。

�　「朝日新聞」大阪版，２０１４年６月２８日付。



は，市会から出している９人の委員を法定協に出席させず，大阪府議会の

公明委員２人も出席させないことで，法定協を開くための定足数を割る画

策をした（図表７②）�。そこで維新は，今度は大阪府議会の公明委員２人

も維新府議に差し替えることで（図表７③），知事，市長，そして維新府

議の９人によって７月３日に法定協を再開させた。そして，同月２３日には，

大阪市を５つの特別区に解体・再編するとした協定書を決定した。ここに，

維新と公明との亀裂は決定的なものとなった。

４.３．大阪市長と大阪市会：２０１４年６月～２０１５年３月

大阪市会の非維新系４会派（公明，自民，民主系，共産）は，上記法定

協の委員構成をもとに戻すための条例案を審議するための臨時会の招集を

７月１日に市長に対して請求していたが，橋下市長はこれを拒否していた。

「大阪維新の会」と議会運営
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�　「朝日新聞」大阪版，２０１４年７月１日付。

図表７　大阪府大阪市特別区設置法定協のメンバー構成とその差し替え（筆者作成）



そこで，地方自治法第１０１条の規定� により，同年５月３０日に新たに就任し

ていた自民会派に所属する議長が７月２５日に市会を招集し，これによりよ

うやく平成２６年第１回臨時会が開かれた。この議会では，アンケート調査

にかかる不当労働行為再審査申立棄却命令取消請求訴訟の提起について，

維新以外の会派からの同意が得られず，否決された。そして，法定協の委

員構成を市会各会派の所属議員数で按分するとした，大阪市会における大

阪府・大阪市特別区設置協議会委員の推薦手続に関する条例案を維新以外

の４会派で共同提出し可決させたが，橋下市長はこれを再議に付し，市会

３分の１を超える議席を持つ維新の反対により否決したのであった。

平成２６年第３回定例会は，２０１４年９月に開会された。公明，自民，民主

系，共産の４会派は，一般会計補正予算案や大阪市立弘済院条例一部改正

案を修正可決したほか，市営地下鉄・バスの民営化を検討するための費用

を盛り込んだ鉄道事業会計補正予算案や，大阪市立工業研究所と大阪府立

産業技術総合研究所との新設合併に関する協議について，「大阪府市大阪

産業技術研究所評価委員会の共同設置に関する協議について，大阪府市港

湾委員会設置条例案，大阪府市港湾委員会及び大阪府市港湾委員会事務局

の共同設置に関する協議について」，大阪府市港湾審議会の共同設置に関

する協議について，それぞれ議会の承認を求める議案など，大阪府と大阪

市が共同で協議を進めるための議案をすべて否決した。当然のことながら

維新提出の市会選挙区定数条例一部改正案や市議報酬等に関する条例一部

改正案も否決された一方，公明が提出した市議報酬等に関する条例一部改

近畿大学法学　第６６巻第３・４号

─　　─１０４

�　地方自治法第１０１条第３項には議員定数の４分の１以上の要請で臨時議会の招

集を求めることができるが，第４項では首長がその請求があった日から２０日以内

に臨時議会を招集しなければならないことが，そして第５項では首長が２０日以内

に臨時議会を招集しなかったときには議長が議会を招集できることが，それぞれ

規定されている。この規定からもわかるように，橋下大阪市長も，後で見る松井

大阪府知事も，地方自治法第１０１条第４項に違反する不作為を犯していた。



正案が，維新以外の賛成多数により可決された。

そして，１０月２７日には，法定協で決定された都構想の協定書案（「特別

区設置協定書の承認について」）が，公明，自民，民主系，共産各会派の

反対多数により否決された。橋下は同日，この否決を受けて，議会の承認

を経ない「専決処分」� も視野に，同じ協定書案を再提出する方針を明言し

た�。そこで非維新系４会派は，翌年２０１５年２月１２日までの会期の延長を

賛成多数で決定し，都構想案再チャレンジを阻止したのであった。

ところが，前章第２節の末尾で述べたように，公明党は都構想を実現に

移すための協定書案に同意することを明らかにする。２０１５年２月に開会さ

れた平成２７年第１回定例会では，公明党は自民党などとともに，大阪市立

工業研究所と大阪府立産業技術総合研究所との新設合併に関する協議につ

いて，大阪府市大阪産業技術研究所評価委員会の共同設置に関する協議に

ついて，それぞれ議会として承認する議案や，大阪市高速鉄道事業及び中

量軌道事業の廃止に関する条例案や大阪市自動車運送事業の廃止に関する

条例案などといった，府市協議にかかる議案や地下鉄民営化にかかる議案

に反対して否決せしめ，新年度一般会計予算案を自民，民主系とともに修

正可決させたが，都構想協定書案（「特別区設置協定書の承認について」）

については維新に協力して可決し�，同年５月１７日の住民投票につながっ
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�　専決処分とは，地方自治法第１７９条に定められている処分で，議会の議決すべ

き事件について特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないときや

議会において議決すべき事件を議決しないときなどに，首長が議決すべき事件

について決定できる権限を指す。

�　「朝日新聞」２０１４年１０月２８日付。

�　特別区設置法定協議会は，２０１４年１２月３０日に協議が再開された。メンバー構

成は正常化され，公明府議・市議と自民市議が２名ずつ，民主府議・市議・共

産府議・市議が１名ずつ，それぞれ委員に名を連ねた。そして，１０月２７日に否

決された協定書案とほぼ同じ協定書案が，２０１５年１月１３日の法定協議会におい

て，維新・公明の賛成多数により可決された。以上の経緯につき，「朝日新聞」，

２０１４年１２月３１日付及び２０１５年１月１４日付。



ていくこととなった。

４.４．大阪府知事と大阪府議会：２００８年２月～２０１５年３月

続いて大阪府議会に目を転じよう。２００８年２月６日，橋下徹は大阪府知

事に着任した。橋下は就任早々，危機状態にあった府財政の建て直しのた

め，財政再建プログラム試案を公表した。この試案に対しては，与党で

あった自民党や公明党からも批判を受けたが，平成２０年７月に開会された

臨時会において，一部補正予算案を「訂正」することで乗り切った。

だが，平成２１年２月定例会では，経営不振に陥っていた第三セクターで

あるワールドトレードセンタービルを購入するための補正予算案や大阪府

庁の位置を定める条例案� が，いずれも記名投票の結果否決された。橋下

はこれに懲りず，同年９月定例会でもワールドトレードセンタービル買い

取りのための補正予算案と大阪府庁の位置を定める条例案を再提出した。

このときは，補正予算案は可決された一方，庁舎移転のための議案は再び

否決された。

２０１０年４月に入り，大阪維新の会が組織され，橋下知事にとっての与党

は実質的に，自民・公明両党ではなく維新の会府議団になった。このとき

はまだ維新が府議会過半数を占める状態でなかったから，平成２３年２月定

例会では，大阪府立病院機構に係る第２期中期目標を定める議案など２件

が否決され，これに伴い一般会計予算案も，自民・民主・公明・共産など

の賛成多数により，修正可決された�。

先述したように，２０１１年４月の改選で維新は圧勝し，府議会過半数を占
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�　これは，大阪府庁の位置を，現在の大阪市中央区から，ワールドトレードセ

ンタービルのある大阪市住之江区に移転する案であった。庁舎の位置を移転す

るためには，地方自治法第４条第３項の規定により，出席議員の３分の２以上

の賛成が必要である。

�　以上の経緯については，辻（２０１５：３３９�３４０）参照。



めることに成功した。大阪府において「統一政府」が実現し，知事提出議

案も可決され続けた。先に購入したワールドトレードセンタービルは大阪

府咲洲（さきしま）庁舎となったが，この整備にかかる平成２３年度一般会

計補正予算案が同年９月定例会に提出され，記名投票の結果，維新などの

賛成多数により可決されたし，数の上で不利な状況にあった自民党が知事

提出議案に対して表立って反対することは，この頃は少なかった。

しかし，松井一郎が２０１１年１１月２７日の知事選に勝利して知事に就任し，

平成２４年度に入る頃になると，前章第３節でも見たように，公明党が維新

に接近して都市制度にかかる条例案等に賛成するようになった一方，自民

党がこれら条例案に反対する姿勢を示すようになる。とはいえ，維新の優

位は揺るぎなく，この後も知事提出議案は可決され続けた。

状況が急転したのは，２０１３年も終わりが近づいた頃であった。橋下徹が

知事に就任して以来の「民間にできることは民間に委ねる」とする出資法

人改革の方針により，大阪府南部を走る泉北高速鉄道などを経営していた

第三セクター，大阪府都市開発株式会社の株式について，大阪府は売却先

を公募した。その結果，あるアメリカの投資会社が，泉北高速鉄道と相互

乗り入れをしていた南海電鉄など他社を上回る応募価格を提示し，同社に

優先交渉権が与えられることとなった�。

ところが，相互乗り入れする南海電鉄との乗り継ぎ運賃の値下げ幅につ

いて，優先交渉権を得たこの投資会社が１０円と設定していたのに対して，

南海が８０円を提示していたことが明らかとなり，泉北高速鉄道沿線にある

堺市議会と和泉市議会が相次いでこの投資会社への株式売却撤回を求める

決議を行った�。そして，２０１３年１２月の大阪府議会に提案されたこの第三

「大阪維新の会」と議会運営
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�　なお，大阪府は大阪府都市開発株式会社の４９％の株式を所有していた。以上

の経緯につき，「日本経済新聞」大阪版，２０１３年１１月１４日付参照。

�　「日本経済新聞」大阪版，２０１３年１２月１４日付。



セクター株式売却議案は，都市住宅常任委員会においては１人の維新府議

が，そして翌日の本会議でも維新府議４人が，党議拘束に反して反対票を

投じたために，最終的には賛成５１票対反対５３票で，否決されてしまった�。

造反した４人の府議は同月，大阪維新の会会派を離脱して新会派を結成し

（間もなく維新から除名処分），これにより大阪維新の会は議会過半数を失

うこととなった。大阪府議会においても「分割政府」状態が生じたのであ

る。

ここから非維新系会派は活気づいた。平成２６年２月定例会では，一般会

計予算案に対して，公明が提出した高校生等奨学金給付金事業を増額する

修正案が，維新とみんな以外の各会派の賛成多数により可決された。同年

５月定例会では，知事の特別顧問や特別参与の助言等の活動の場を公開す

るよう定めようとした，情報公開条例改正案が自民党議員により提出され，

可決された。しかし，松井知事はこの議案を再議に付し，統一会派となっ

ていた「維新・みんな」� が反対したことにより，可決に必要な３分の２以

上の賛成を得ることができず，否決されてしまった。

大阪府議会でも，特別区設置法定協議会の開会をめぐり，維新（・みん

な）と非維新系会派との対立は先鋭化していた。法定協委員差し替えの方

針を知った非維新系会派は，２０１４年６月２５日に松井知事に対して臨時議会

の招集を請求した。先述したように，同月２７日，府議会運営委員会は，自
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�　「日本経済新聞」大阪版，２０１３年１２月１７日付。造反した府議はそれぞれ，堺市

選出議員が２名，そして隣接する大阪市，高石市選出の議員がそれぞれ１名で

あった。なお，この，大阪府都市開発株式会社の株式については，南海電鉄に

売却する議案が平成２６年５月定例会に提出され，全会一致で可決された。南海

電鉄は他の株主が所有していた株も取得し，同社を同年７月に子会社化した。

�　なお，みんなの党に所属していた府議は２０１４年５月に維新と統一会派を組み，

みんなの党解党後の２０１４年１２月に同統一会派は維新会派として活動することと

なった。



民議員と民主議員の法定協委員を維新議員２人に差し替えることを決定し，

大阪市会運営委員会において市会として公明や共産も含めた非維新会派が

法定協ボイコットを決めたことから，７
　

 月３日の府議会運営委員会におい

て公明府議２人の分も維新府議に差し替えて，同日に法定協を松井知事，

橋下市長，そして維新府議９人の参加により再開した�，７
　

 月７日，知事

は地方自治法上定められた期限までに臨時議会を招集することを拒否する

ことを決め，その後議長が招集する期限となっている７月２５日までに特別

区設置協定書をまとめる方針を固めた�。協定書は７月２３日に決定され，

２５日に予定通り府議会が議長によって招集された。

７月の臨時議会では，法定協の委員を再度差し替えるための，大阪府・

大阪市特別区設置協議会委員の推薦手続に関する条例案が，公明・自民・

民主・共産等各会派の手により提出され，可決された。しかし，知事は再

議権を行使し，この条例案は否決された。翌８月の臨時議会でも，同条例

の提案・可決・再議・否決という手続が繰り返された。平成２６年９月定例

会では，自民党が再び，５
　

 月定例会で提出したのと同趣旨の情報公開条例

改正案を提出し，公明・自民・民主・共産等の賛成多数により可決したが，

やはり知事の再議権行使によって廃案となった。他方で，この定例会では，

大阪市会でも否決された，大阪府市港湾委員会及び大阪府市港湾委員会事

務局の共同設置に関する議案や，大阪府市港湾審議会の共同設置に関する

議案などが，公明も含めた野党各会派の反対により否決され，最終的に，

「特別区設置協定書について承認を求める件」も不承認となった。

平成２７年２月定例会においては，一般会計予算案に対する修正案が再議

権行使の憂き目に遭った。知事が提出した予算案に対して，公明・自民・
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�　ここまでの経緯につき，「読売新聞」大阪版，２０１４年７月３日付参照。また，

本章第２節も参照。

�　「読売新聞」大阪版，２０１４年７月８日付。



民主共同提出の修正案�，公明・自民共同提出の修正案�，そして自民提出

の修正案� が，いずれも可決された。しかし，知事はこれを再議に付し，

維新会派が修正案に反対したことで，いずれも否決され，結果として知事

の提出した予算案が原案可決されることとなった。他方で，大阪府立産業

技術総合研究所及び大阪市立工業研究所の新設合併に関する議案など３件

が公明党などの反対によって否決されたものの，「特別区設置協定書につ

いて承認を求める件」については，維新と公明などが賛成して可決された。

４.５．分析―分割政府比較の観点から―

それでは，大阪維新の会主導による大阪府議会及び大阪市会の運営状況

を振り返り，これまで大阪府において見られた「分割政府」の状況と比較

しながら分析してみよう。

図表８は，１９７１年から２０１５年までの府議会改選期間における知事提出議

案の修正可決件数及び否決・不同意・不承認とされた件数をまとめたもの

である�。なお，大阪府議会では，１９７１年から１９７９年の「革新」黒田了一

府政，１９９５年から１９９９年末までの「無党派」横山ノック府政，そして「大

阪維新の会」が結成されて以降の２０１０年４月から２０１１年の議会改選まで，

そして２０１３年末から２０１５年の議会改選までの「維新」大阪府政期が，それ

ぞれ分割政府期に当たる�。また，大阪市政では，２００７年１２月から２０１１年
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�　これは，天王寺動物園夜間開園設備整備事業など３つの事業に対して府とし

て支出する分を削減する修正案であった。

�　これは，預かり保育助成事業費を増額する案であった。

�　これは，運輸事業振興助成事業費を増額する案であった。

�　表の作成に当たっては，辻（２００２）を参照した。また，住民の直接請求によ

り提出された首長提出議案や，決算認定議案に対する不認定議案については，

件数に加えていない。

�　辻（２００２）においても，辻（２０１５）においても，知事の選挙時の（国政レベ

ルにおける）推薦・支持党派によって知事与党・知事野党を区分し，知事の推



１２月までの平松邦夫市政期と２０１１年１２月以降の橋下徹市政期がそれぞれ

「分割政府」状態にあった。

この表からわかるように，分割政府状態にある時期に，首長提出議案の

否決や修正可決の件数が増加していることが確認できる。しかし，これら

議案の内容を見ると，「革新」府政期と「維新」府政・市政期とでは大き

な違いがあることがわかる。黒田府政において議会が「No」を突きつけた

「大阪維新の会」と議会運営
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薦党派が議会に占める割合が過半数を割っている場合に「分割政府」であると

定義した。だが，本稿では，２００８年の知事選時に橋下徹が自民党大阪府連の推

薦と公明党大阪府本部の支持を受けていたことから自民・公明を知事与党とみ

なし，橋下の主導により２０１０年４月の地域政党「大阪維新の会」結成を見たこ

とから，このとき以降について同党を知事与党とする一方，自民・公明は知事

与党から離脱し分割政府状態になったものとした。

図表８　大阪府議会・大阪市会における修正可決，否決件数（筆者作成）

否決・不同意・不承認修正可決

６３大阪府議会（１９７１～１９７５）

２１１２大阪府議会（１９７５～１９７９）

００大阪府議会（１９７９～１９８３）

００大阪府議会（１９８３～１９８７）

００大阪府議会（１９８７～１９９１）

００大阪府議会（１９９１～１９９５）

３３大阪府議会（１９９５～１９９９）

０３大阪府議会（１９９９～２００３）

０２大阪府議会（２００３～２００７）

５１大阪府議会（２００７～２０１１）

１４２大阪府議会（２０１１～２０１５）

１４大阪市会（２００３～２００７）

１１大阪市会（２００７～２０１１）

６９２２大阪市会（２０１１～２０１５）



議案の多くは，各種料金や手数料などの値上げ案とそれにかかる予算案で

あった（辻 ２００２）。また，歳入確保を手数料値上げに依存せざるを得なかっ

た黒田知事に対して，当時の知事与党でもあった社会党や共産党も含めて，

各会派がその値上げ幅を小さくしたり値上げの時期を遅らせたりするよう

妥協を求め，知事もそれを実行に移さざるをえなくなるという経緯が繰り

返されたし，同様のことは美濃部亮吉や青島幸男が都知事だったときの都

議会や田中康夫長野県政でも見られた（辻 ２０１５）。つまり，執政側が「都

市博の中止」などシンボリックな政策を実行する一方で，議会側は予算案

や各種料金値上げ案などの議案内容を否決したり修正したりしながら，首

長の理想点と議会の理想点の「幅」の中で議決権を行使する傾向があった

のが，過去の分割政府で見られた議会運営の大きな特徴である�。

それに対して「維新」首長期の議会運営においては，まず否決件数の多

さが目に留まる。２００７年改選期以降の大阪府議会において確認できた否決

案件も修正可決案件もいずれも，橋下徹が知事に就任してからである。先

述したように，これらの議案には，大阪府庁の位置を移転する議案や第三

セクター株式売却議案，あるいは特別区設置協定書の承認を求める議案だ

けでなく府市施設統合にかかる議案が多数含まれた。また，橋下徹が市長

に着任したあとの大阪市会では，府市施設統合に関係する議案だけでなく，

市立幼稚園を廃止して民営化する議案や，市営地下鉄やバスの民営化案が

否決されたし，二度提出して二度とも否決されるという展開を辿った議案

も多数確認できた�。また，これら否決もしくは修正可決された議案のほ

近畿大学法学　第６６巻第３・４号

─　　─１１２

�　なお，横山ノック「無党派」府政では，女性副知事登用議案が頓挫し，高校

授業料値上げ案が否決されるといった事態がみられたが，平松大阪市政期と同

じく，自民，公明，新進，民主系の各会派と等距離を保ちつつ議会運営がなさ

れたと見てよいだろう。平松邦夫大阪市政では，既述の通り，一般会計予算案

１件の修正可決をみただけで，他の市長提出議案はすべて原案可決された。

�　むしろ，二回同じ議案を提出して二回目で議会を通過したのが特別区設置協

定書について認める議案であった，との見方もできる。



とんどは，手数料等値上げ案のように幅や時期について「中を取る」形で

妥協するようなことができるものではなく，可決するか否決するかの二択

しかない議案であった。予算案が修正可決されたとしてもその多くは「妥

協」の結果生じたものではなく，それはたとえば市営交通の民営化や第三

セクタービルの購入など関連条例や契約にかかる議案が認められないこと

によって，議会多数派が関連費用を「削除」したものであって，幅や時期

をどうこうできる性格のものではなかった。

このように，「維新」首長による府政・市政は，議会各会派に白か黒か

二者択一を迫る議案を提出して運営する性格の強いものであった。なかに

は自民党など主要政党の反発を得るものもあったが，その一部は公明党の

賛同を得ることによって，議会過半数の賛成を得ることで，特別区設置協

定書も含めて可決にこぎ着けることができた。議会の果たすべき役割に，

限られた時間内に議案を通過させる「効率性」と，少数派も含めてなるべ

く多くの会派に意見表明の機会を与える「開放性」とがあることを鑑みれ

ば（建林・曽我・待鳥 ２００８），維新系首長が志向したのは間違いなく「効

率性」重視の議会運営であった。この点は，維新と同じ「分割政府」であ

りながらも，野党の主張を採り入れた横山ノック府政や平松邦夫市政とは，

大きな差異を示している。

なお，橋下と同じく「ポピュリズム」的政治手法を用いるとされる河村

たかし名古屋市政と比較してもなお，維新首長による政治が，「妥協」や

折り合いを付けるといった性格が薄い傾向にあったことを指摘できる。河

村は，市会議員の報酬半減や議会定数の大幅削減を何度も市会に対して訴

え，前者には成功したが後者には成功しなかった。また，やはり肝いりの

政策として実行に移そうとして議会の反発を受けた住民税減税案について

も，減税幅の縮小や実施時期の短縮など，議会との妥協を余儀なくされる

事態も多数見られた（辻 ２０１６）。それに対して維新首長による議会運営で

「大阪維新の会」と議会運営
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は，議会多数派の反対により頓挫をしても再度同じ議案を提出したり，議

会からの現状変更を企てる条例案に対して再議権を複数回行使したりする

などして，ゼロかイチかをめぐる攻防が繰り返されたといえる。有権者か

ら見れば，議会過程が単純明快な構図に仕立てられたという意味では，維

新首長による議会運営もポピュリスティックであったということができる

かもしれない�。

ではなぜ，公明党は，国政レベルで連合を組んでいる自民党と賛否態度

を分けてでも，維新に協力的であったのだろうか。砂原（２０１４a）や砂原

（２０１４b）がいうように，国政と地方政治レベルでの選挙制度の違いがその

背景にあったことは間違いないだろう。中選挙区制をとる地方議員選挙に

おいては，公明党は他党と協力しなくても議席を確保できるが，小選挙区

制を採用する衆議院議員選挙においては，同党は他党と協力しないかぎり

議席を確保することはできない。大阪において維新が高支持率を維持して

いた状況にあって，ましてや公明党が小選挙区で議席を確保できる選挙区

を大阪に複数有する状況においては，先述の通り２０１４年末の衆議院議員選

挙において維新の協力を仰がねばならなかった。

ただ，そうだとはいえ，公明党が２０１５年の住民投票に至るまでの時点で

は都市制度に関して特段の考えを持っていなかったことが，大阪都構想を

含めた都市制度に関連する議案の採否に影響したことが，本稿での検討か

らいえるのではないだろうか。自民党や共産党，民主党は，大阪府・大阪
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�　善教（２０１８）は，維新政治をポピュリズムとして扱う研究について，印象論

的であり，有権者を動員対象としてしか扱わない，と強く批判する。しかしな

がら，政治エリートに焦点を当てた研究が，その政治行政手法についてポピュ

リスティックであったと述べているにすぎず，有権者の多くはそのポピュリス

ティックな手法に流されなかった（言い換えれば，多くのポピュリズム論者の

心配は杞憂にすぎなかった），と解釈すれば，政治エリートに焦点を当てた研究

の主張と善教の主張との間にも齟齬が生まれないのではないか，と筆者は考え

る。



市という枠組みを維持する態度を持ち続け，都市制度変革を求める首長提

出議案には徹底的に反対した。しかし公明党は，時期によって首長提出議

案に対する態度を変えてきた。大都市制度推進協議会の設置を唱った議案

が提出された２０１２年の初頭に維新に協力して以来，２０１３年初めの特別区設

置法定協議会の設置にかかる議案にも，公明党は協力してきたものの，同

年５月に橋下による慰安婦発言を見てからは，大阪市会において府市関係

の制度構築に関する議案に公明党は反対するようになる。そして２０１４年の

夏の法定協運営で維新と正面から対立してからは，２０１５年初頭の特別区設

置協定書を認めて住民投票にかける案に同意した以外は，都市制度にかか

る議案をことごとく否決していった。つまり，これら議案に対して賛否態

度が一貫していなかったことから，公明党が党としての明瞭な考えを持っ

ていなかったことが確認できたのであり，その時々の政治状況によって

「妥協」するかしないかどうかで態度を変えた公明党の姿勢が，都構想の

議論の行く末を左右したのである。

お わ り に

本稿では，橋下徹が大阪府知事に就任してから，特別区設置協定書が議

決されるまでの大阪府政・大阪市政，特に議会過程について概観してきた。

その結果明らかになったのは，第一に，公明党が自民党と見解を異にして

でも，府市統合関係の議案や，関連して府庁・市役所の組織改革議案の成

立に協力してきたことである。たしかに，橋下による慰安婦発言や，特別

区設置法定協議会のメンバー差し替えを見たときには，公明党は自民党な

どと組んで維新に対抗したが，そもそも同党が都市制度そのものについて

強い意見を持っていなかったがゆえに，維新に協力する様子が大阪では見

え隠れした。本稿で第二に確認したことは，維新首長による政治が，二者

「大阪維新の会」と議会運営
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択一を各会派に迫るものであったということである。「維新」府政・市政

は，かつて大阪府において頻繁に見られた「分割政府」，具体的には黒田

了一「革新」府政や横山ノック「無党派」府政とは，性格を異にしていた。

論争を招くような維新の提出した議案が，そもそも妥協を許す，幅のある

ようなものではなかったため，特に橋下知事・市長は，同じ議案を複数回

議会に提示し，その成立を期して，公明党の妥協を誘い続けたのである。

２０１５年４月２７日，大阪市を廃止し５つの特別区を設置する協定書の承認

の是非を問う住民投票が告示され，５
　

 月１７日の投開票により，この協定書

案は否決された（図表９）。この協定書案に対しては，自民，民主，共産

の各党は反対色を鮮明にしていたが，ここでも公明党の態度は不明瞭で

あった。公明党の府議・市議は反対票を投ずるよう促していた一方，支持

母体の創価学会は自主投票としていた�。このように，公明党の姿勢が揺

らぎやすい状況は，２０１５年の議会改選を経ても続いた。

２０１５年４月の大阪府議会改選では，定数８８のうち維新が４３議席，「自民

党・無所属」が２５議席，公明党が１５議席，共産党が３議席を占めた一方，
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�　「読売新聞」大阪版，２０１５年４月２７日付。

図表９　特別区設置住民投票・大阪市長選・大阪府知事選の結果（筆者作成）

得票率票数推薦党派候補者名投票率

６６.８３％２０１５/５/１７

４９.６％６９４,８４４維新賛成住民投票

５０.４％７０５,５８５自民，民主，共産（，公明）反対

５０.５１％２０１５/１１/２２

５６.４％５９６,０４５「おおさか維新の会」政調会長，元衆議院議員，弁護士吉村洋文大阪市長選

３８.５％４０６,５９５無所属（自民推薦），元市議柳本顕

３.３％３５,０１９無所属，元北区長，元加西市長中川暢三

１.８％１８,８０７無所属，アルバイト高尾英尚

４５.４７％２０１５/１１/２２

６４.１％２,０２５,３８７「大阪維新の会」幹事長，現職松井一郎大阪府知事選

３３.３％１,０５１,１７４無所属（自民推薦），府議，公認会計士，税理士栗原貴子

２.７％８４,７６２無所属，元高校教諭美馬幸則



民主党はたったの１議席に留まった（その他１人会派が一つ）。維新は，

４
　

 年前に比べて１人区で苦戦を強いられ，２０１１年は３敗に留まっていたの

が，２０１５年には１１敗となり，議会過半数を確保できなかった（図表１０）。

それゆえに，公明党をいかに味方に付けるかが，その後も大阪府議会では

重要な課題となり続けた。

他方，定数８６の大阪市会改選で，維新は善戦した。敗北したのは２候補

だけで，定数４以上の選挙区では必ず２議席以上を確保した（図表１１）。

その結果，維新が３６議席，「自民・市民」が２０議席，公明が１９議席，共産

が９議席を占めた一方，民主党は惨敗して議席を失い，無所属で当選した

２議員が旧民主系会派を引き継いだ。そして，この選挙で公明党は１人候

補を落選させる憂き目にも遭った。公明党としては，前任期にも増して，

維新の動向を気遣う必要に迫られた。

そして，「都構想」再推進を公約に掲げた維新が，同年１１月の大阪府知

事選，大阪市長選の双方を制することにより，再び公明党が維新に接近し，

大阪府議会平成２８年２月定例会と大阪市会平成２８年第１回定例会において，

副首都推進局の大阪府市共同設置議案が可決され，再度特別区設置に向け

た手続が始まった�。公明党は，大阪市を維持したまま現行の２４区を２０～

３０万人規模に再編した「総合区」（平成２６年地方自治法改正により新たに

設置が可能となった）の導入を訴える案を同年２月に発表し�，維新の主

張する「特別区」と公明党の主張する「総合区」が都市制度改革案として

議論の俎上に上ることとなった�。２０１７年になると，特別区設置のための

「大阪維新の会」と議会運営
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� なお，自民党は同議案に対して，大阪市会では反対したものの，大阪府議会

では賛成した。

� 「毎日新聞」大阪朝刊，２０１６年２月１４日付。

� なお，自民党は，合区そのものについて慎重な姿勢を示し，２４区を維持した

まますべてを総合区にするか，一部の既存の区を総合区にする案を示した（「毎

日新聞」大阪朝刊，２０１６年９月１９日付）。
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図表１０　２０１５年大阪府議選の当落（筆者作成）

落選当選定数選挙区落選当選定数選挙区

自新　共新維現１守口市維新自現１大阪市都島区

自新　共新維現１門真市維新　共新自元１大阪市東成区

民現　無新維現　共新

自新　公現

４吹田市共新維現　自現２大阪市城東区

無現　共新

無新　無新

維新１摂津市自新　共新維現１大阪市北区

共新　民新維新　自現

公現　維現

４豊中市維現自新１大阪市福島区・

此花区

維新　共新

諸新

自新１池田市維新　共新自現１大阪市西淀川区

民現　共新維現　自新

公新

３茨木市自新　共新維新　公現２大阪市淀川区

民現　共新維現　自新２箕面市・豊能郡無元　共新維現　公現２大阪市東淀川区

民現維現　自現

公現　共現

４高槻市・三島郡維新　共新無新１大阪市旭区

自現　共新維現　無元

公現　民現

４枚方市自新維現１大阪市鶴見区

無現　共新

無新

自新１交野市自新　共新維現１大阪市港区

自新　共新維新　公現２寝屋川市自新維現１大阪市西区

無現　無新

共新　無新

維現　公現２四条畷市・大東市無新維現１大阪市中央区

民元　無新維現　公現

自新　共現

無元

５東大阪市自新維現１大阪市浪速区・

天王寺区

共元　無現

無新　無新

維新　公現

自新

３八尾市維現自現１大阪市生野区

自新　諸新維現１柏原市・藤井寺市共元　自新維現　公現２大阪市西成区・

大正区

自元維現１羽曳野市自新　共新

民新

維新１大阪市住之江区

維新　無現自新１松原市共新　無新

無新

維新　公現２大阪市住吉区

共新維現　無現２富田林市・大阪狭山市・

南河内郡

維現自新１大阪市阿倍野区

共新維現１河内長野市自新　共新維現１大阪市東住吉区

無新維現　自新２高石市・泉大津市・

泉北郡

共元　自新維現　公新２大阪市平野区

共新維現　自現２和泉市自新　共新維現１堺市堺区

無新維新　公現２岸和田市共新　民新維新　自現２堺市北区

自新維現１貝塚市自新維現１堺市東区・

美原区

自新　共新維新１泉佐野市・熊取町維現自現１堺市西区

自現維現１泉南市・阪南市・

田尻町・熊取町

維新無現１堺市中区

共新維新　無現２堺市南区



法定協議会設置議案が大阪府議会・市会双方に提出され，「総合区」につ

いても同協議会で議論するとする修正案が，５
　

 月に市会で，６
　

 月に府議会

で，それぞれ自民・公明両党の多数によって可決され，同年６月に初回会

合が開かれた。もっとも，同会議での審議は遅れており，特別区を設置し

た際の経済効果を試算する事業者が，２０１８年１月の一度目の募集では現れ

ず，二度目の応募で採択された事業者の試算結果についてもその前提の置

き方や分析の条件が杜撰であると自民・共産両党だけでなく公明党からも

批判をされ，前に進まない状態となった。さらに同年１月には橋下徹自身

が，住民の理解が進んでいないとして特別区設置のための住民投票の先送

り案を提起したこともあって�，当初維新が目指していた２０１８年秋の住民

「大阪維新の会」と議会運営
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図表１１　２０１５年大阪市議選の当落（筆者作成）

落選当選定数

共新　民元　無新維現　自新　公新３大阪市北区

共新　無新　無新　無新維現　自新　公現３大阪市都島区

共新維現　自現２大阪市福島区

公新維現　共元２大阪市此花区

共新　無新維新　自現２大阪市中央区

共新　無新維現　自現２大阪市西区

共新　民新　無新維現　公現　自新３大阪市港区

自新　無新維現　公現　共現３大阪市大正区

無現　共新維新　自現２大阪市天王寺区

自現　共新維新　無現２大阪市浪速区

共現維新　公現　自現３大阪市西淀川区

維新　民元　無新公現　維現　自現　維現　共現５大阪市淀川区

民現　無新　無新　無新公現　維現　自現　共現　維新　維新６大阪市東淀川区

共元　民新維現　自現　公新３大阪市東成区

共新維現　公現　自現　維現　無現５大阪市生野区

共元　民元維新　公現　無新３大阪市旭区

無新　無新　諸新維現　自現　公現　共現　維現５大阪市城東区

自新　共新　無元公現　維現　維現３大阪市鶴見区

自元　共新　民新維現　自現　公現　維現４大阪市阿倍野区

民現　共新公新　維現　維新　自現４大阪市住之江区

民新公現　自現　維現　共現　維新５大阪市住吉区

民現自現　維現　維新　公現　共元５大阪市東住吉区

無現　維新自現　維現　公新　共現　維現　公新６大阪市平野区

民現　無元　無新　無新公現　維現　自現　維新　共現５大阪市西成区

�　「朝日新聞」２０１８年１月２５日付朝刊。



投票は不可能となったし，公明党が２０１９年４月の統一地方選挙や同年７月

の参議院議員選挙での住民投票の同時実施に強く異を唱えたこともあり，

今後の「都構想」をめぐる議論は，２０１９年２月中旬現在では，予断を許さ

ない状況となっている。

もっとも，府議会や市会において，公明党がキャスティング・ボートを

握る状況は続いている。府議会の２０１６年２月定例会では，特別顧問の活動

透明化を図るための情報公開条例改正案が自民党により提案され，公明党

も賛成して可決したものの，松井知事が再議権を行使して維新の反対によ

り否決に持ち込まれる一方，御堂筋のイルミネーション事業にかかる費用

を減額した自民党提出の当初予算修正案が維新・公明両党の反対多数で否

決されるなど，今後の大阪の舵取りが公明党に左右される状況もまた，少

なくとも２０１９年４月の統一地方選挙まで変わらない。ただ，公明党が，

２０１５年の住民投票時までとは異なり，「総合区」の導入を強く主張するよ

うになり目指す都市制度が明確化したことは，大きな変化だといえる。都

市制度をめぐるなんらかの「妥協点」を見出す結果になるのか，それとも

住民投票による黒白の決着を見ることになるのかは，本稿を執筆している

２０１９年１月の時点では見通せない状況である。

だが，いずれにせよ，２０１９年４月の統一地方選挙において，維新が大阪

府議会・市会双方において勢力伸長できるか，さらに特に前者において過

半数支配できるかどうかが，今後の大阪をめぐる都市制度並びに大阪の政

治行財政運営の鍵を握っているといえよう。これまで「分割政府」を幾度

となく経験してきた大阪府議会と，２０００年代以降変化を経験してきた大阪

市会は，今後も比較やマルチ・レベルの議会分析のための素材を提供して

くれることになるかもしれない。
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